
※収支計画最終年度を◆で表記している

※R2年国勢調査における年齢別人口構成及び産業別人口構成の数値は、集計結果（原数値）に含まれる｢不詳｣をあん分等によって補完した｢不詳補完値｣である。

関東財務局新潟財務事務所財務課
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◆ヒアリング等の結果概要

債務償還能力

都道府県名 団体名

新潟県 関川村

財政力指数 0.21 標準財政規模（百万円） 3,448

住民基本台帳人口（人） 4,835 職員数（人） 100

面積（K㎡) 299.61 人口千人当たり職員数(人) 20.7

積立低水準 収支低水準 該当なし ✔

【要因】 【要因】 【要因】

建設投資目的の取崩し 地方税の減少

債務負担行為に基づく
支出予定額 資金繰り目的の取崩し 人件費の増加

公営企業会計等の
資金不足額 積立原資が低水準 物件費の増加

土地開発公社に係る
普通会計の負担見込額 その他 扶助費の増加

第三セクター等に係る
普通会計の負担見込額 補助費等・繰出金の増加

その他 その他

実質的
な債務

その他

債務高水準

建設債

(単位：人）

H22年 6,438 697 10.8% 3,432 53.3% 2,309 35.9% 638 20.3% 962 30.5% 1,550 49.2%

H27年 5,832 601 10.3% 2,949 50.6% 2,282 39.1% 588 19.6% 899 29.9% 1,520 50.5%

R2年 5,144 467 9.1% 2,458 47.8% 2,219 43.1% 454 17.1% 798 30.0% 1,404 52.9%
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全国平均

新潟県平均 32.8% 5.2% 28.4% 66.4%

23.4% 73.4%

11.3% 56.0%
R2年

11.9% 59.5% 28.6% 3.2%

財務状況把握の結果概要
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計画名 　関川村財政シミュレーション（計画期間：令和4～13年度）

関川村
３．財務の健全性等に関する事項

　　　【今後の見通し】

項目 内容

改訂時期 　令和6年9月

確認方法

　上記計画を基に計画最終年度（令和13年度）における4指標（※）を算出。

（※）4指標
　　債務償還可能年数、実質債務月収倍率、積立金等月収倍率、行政経常収支率

指標 令和5年度
令和13年度

備考（上段：算式、下段：見通し）
令和5年度との比較

（行政経常収入÷12）

上昇
（悪化）

　 行政経常収入の減少が大きく寄与し、実質債務月収倍率は
上昇（悪化）する見通し。

債務償還可能年数 3.6年

8.1年 債務償還可能年数 ＝ 実質債務
行政経常収支

長期化
（悪化）

（実質債務）
 　防災無線整備などの大規模事業の償還終了による地方債現
在高の減少が、積立金等残高の減少を上回ることから、実質債
務は減少する見通し。

（行政経常収支）
　 コロナ関連事業費の減少を主因とした補助費等の減少など
により、行政経常支出は減少する見込み。
　 一方、人口減少を背景とした地方交付税の減少や、大規模資
産の償却が進んだことによる地方税の減少などにより、行政
経常収入の減少が、行政経常支出の減少を上回ることから、行
政経常収支は減少する見通し。

（債務償還可能年数）
　 行政経常収支の減少が大きく寄与し、債務償還可能年数は
長期化（悪化）する見通し。

積立金等月収倍率 6.0か月 

3.0か月 積立金等月収倍率 ＝ 積立金等残高
（行政経常収入÷12）

低下
（悪化）

実質債務月収倍率 7.4か月 

8.1か月 実質債務月収倍率 ＝ 実質債務

行政経常収支率 17.0%

8.3% 行政経常収支率 ＝

低下
（悪化）

　 上述のとおり、行政経常収支は減少し、行政経常収支率は
10％未満に低下（悪化）する見通し。

（積立金等残高）
　 収支不足によるその他特定目的基金や財政調整基金の取崩
しなどにより、積立金等残高は減少する見通し。

（積立金等月収倍率）
　積立金等残高の減少が大きく寄与し、積立金等月収倍率は低
下（悪化）する見通し。

行政経常収支
行政経常収入
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【図1】 【図2】

２．持続可能な行財政運営に向けた取組について
　 「関川村人口ビジョン」に示すとおり、更なる人口減少が推計される中、 今後は厳しい財政運営が見込ま
れるところ、貴村は持続可能なむらづくりのために、地域活性化起業人制度を活用した体験型観光ルート
確立によるインバウンド誘致や、ふるさと納税受入額の増加に向けた新規返礼品の開発などの取組を進め
ているほか、公共施設の省エネ化や再生エネルギー設備整備などの脱炭素推進事業による光熱費の削減、
農業・商工業団体への補助金の適正化や、事務事業の見直しなどの支出削減に向けた取組を進めている。
　 なお、上記の脱炭素推進事業は、貴村のリーディングプロジェクトと位置付けられており、令和4年11月
には環境省の「脱炭素先行地域」に選定されている。今後は、地域マイクログリッドの構築により、災害に強
いむらづくりを進めることで、持続可能な「豪雪農山間地域モデル」の構築を目指すとしている。
　 「第6次関川村総合計画」（計画期間：平成28～令和7年度）が計画最終年度を迎える中、上記取組の効
果検証を十分に行ったうえで、次期計画を策定し、取組の実効性を高めていくことで、今後も持続可能な
行財政運営を行っていくことが望まれる。

関川村

　　　【その他留意事項】

今後の行財政運営について

１．将来の主要4指標の見通しについて
　 貴村の直近5年間（令和元～5年度）の主要4指標の状況は、5頁「財務指標の経年推移」のとおり、一貫
して診断基準に該当することなく、債務償還能力及び資金繰り状況は留意すべき状況にはない。
　 しかしながら、貴村が策定した財政シミュレ－ションによると、6頁に記載のとおり、計画最終年度（令和
13年度）にかけて４指標全てが悪化する見通しとなっている。
　 特に行政経常収支率は、行政経常支出が微減にとどまる中、地方交付税などの依存財源の減少を主因
として行政経常収入が大きく減少する見込みであることにより、計画最終年度は8.3％と診断基準（10％）
を下回り、やや低い水準となる見通しである。【図1・2】

　　【図3】住基人口に対する収入科目の状況

　　　 　（R1～R5の平均値・類団平均比較）
　 行政経常収入の構造的な特徴として、住基人口一人
あたりの各科目の状況を類似団体平均（以下、類団平
均）との比較でみると、個人住民税、法人住民税や固定
資産税（土地・家屋）などの自主財源が低く、地方交付
税や国（県）支出金等（行政収支の項目）などの依存財
源が高くなっており、計画最終年度にかけて地方交付
税などの依存財源の減少が見込まれることが、財政に
より大きな影響を及ぼすものと考えられる。【図3】
　 なお、貴村では、自主財源の確保に向けてふるさと
納税受入額の増加に取り組んでおり、財政シミュレー
ション上では横ばいを見込んでいるところ、近年の受
入額は増加傾向となっている。

【受入実績及び見込み】
　　令和5年度：約　45百万円
　　令和6年度：約　62百万円
　　令和7年度：約100百万円

自主財源：地方税、分担金及び負担金・寄附金、使用料・手数料、事業等収入

依存財源：地方譲与税・交付金、地方交付税、国(県)支出金等
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